
はじめに
アメリカの経済セクターの統計（NAICS，産業

分類表）によれば、「医療及び社会扶助セクター」
という区分が６２番としてある。このセクターは２
つの分野を含む。すなわち、医療と社会扶助であ
る。この２つの活動分野の境界線は線引きが難し
い。しかし、その領域は、もっぱら医療を行う事
業所から医療と社会扶助を連続的に実施する事業
所また、社会扶助だけを実施する事業所まである。
また、統計では、内国収入表（IRC，Internal Revenue

Code）の第５０１条��「慈善組織」、５０１��「市
民団体、コミュニティ組織、その他社会福祉機関」
（非営利の医療機関は通常ここに入る）、５０１�「協
同組合病院サービス組織」、５０１�「保育組織」、
などとなっている。また１７０条ｂ（１（���項（病
院、医療研究機関）の連邦所得税除外の規定に基
づいて、事業所を営利と非営利と区別している。
内国収入表 IRCにおける非営利とは、「組織、ア
ソシエーション、コーポーレーションのうち、そ
のメンバー、株主、公務員、幹部、債権者などに
対して、収入のいかなる部分も、直接的にまたは
間接的に、支払わないもの。ただし、その目的や
内規にもとづいて、行政の公的サービスにおける
給与や報酬と同等の支払いを行うことができ
る。」（Senate Bill ５４５０，１９９７）と規定されてい
る。
行政が認知した、公益（public benefit）を特別

の事業所であるが、営利活動そのものを禁止して
いるのではなくて、その利潤（profit）でなにを
するかが規定されている事業所である。したがっ
て、目的以外の活動をする場合には課税対象とな
る、とされている。また「非営利事業所」には、
宗教、学問、教育、芸術、慈善、医療・公衆衛生、
スポーツなどの団体、や日本における公益法人、
社団、基金などの組織の一部も含まれる。たとえ

ば、アメリカでは一般に協同組合は営利事業所と
されるが、協同組合病院は非営利扱いである。
また非営利事業所の要件としては寄付所得、寄

付施設、ボランティア職員の存在が必須とされて
いる。すなわち、そのようなものがなければ存続
できない施設であるが故に、税控除の対象とされ
るのである。
営利事業所を表ａに、非営利事業所を表ｂに集

計している。たとえば、政府運営の病院は非課税
扱いである。
統計分類は、結局、どのように事業所の在り方

を区分しているかという国民経済の制度の理念の
骨格を示すものである。こうした形式と内容が矛
盾をはらんでくるときに、構造的改革が発生する。
したがって、アメリカにおいてどのように医療・
社会扶助セクターを分類しているかは、その制度
の考え方とつながっている。この場合の社会扶助
という表現は、もちろん日本の社会扶助が示すも
のとは異なる。以下の分類は基本的な分類を取り
上げたが、すべてを列記したものではなくて、主
要なもの、特徴のあるものについて取り上げたも
のである。

NAICS Codes（North American Industry Classi-

fication System）はアメリカ、カナダ、メキシコ
に共通した産業分類である。５年ごとに実施して
いる。

Ｉ． 区分の概念
６２ 医療および社会扶助（HEALTH CARE AND
SOCIAL ASSISTANCE）
この分野の事業所によるサービスは専門家によ

って提供される。医療従事者、ソーシャルワーカ
ーなど。このセクターには娯楽、賭博、レクレー
ション、非医療的ダイエットなどの事業所はふく
まないのは、それらが医療従事者によるサービス
の提供とはみなされないからである。

アアメメリリカカのの医医療療とと社社会会的的
扶扶助助のの産産業業統統計計のの特特徴徴
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６２１ 救急医療サービス（Ambulatory Health Care

Services）
外来患者サービスと見なされる。

６２１１ 医療施設（Offices of Physicians）
一般医、専門医などM.D.（医師）または
D.O（整形医）の資格を持つ人々のいる事
業所。M.D.としては、麻酔医、腫瘍医、
眼科医、精神科医、外科医、内科医が含ま
れる。 医療センター、診療所、病院、HMO

医療センターなどで、医師たちは個人的あ
るいはグループ治療を実施する。

６２１１１１ 医療施設（精神科医療施設をのぞく）
６２１１１１１ M.D.の医療施設
６２１１１１２ D.O.の医療施設
６２１１１２ 精神医療施設。さらに２分化。
６２１２ 歯科医の医療施設

D.M.D（Doctor of dental medicine），
D.D.S（Doctor of dental surgery）， D.D.S

（Doctor of dental science）の資格を持つ
人々のいる事業所。医療センター、診療所、
病院、HMO医療センターなどで、医師た
ちは個人的あるいはグループ治療を実施す
る。予防的治療、美容的治療、緊急治療を
行える。

６２１３ その他の医療従事者の事業所
足病学医師（D.P. Doctor of podiatry）

の事業所。医療センター、診療所、病院、
HMO医療センターなどで、医師たちは個
人的あるいはグループ治療を実施する。

６２１３１ カイロプラクティック医の事業所
D.C（Doctor of chiropractic）の資格を持

つものの事業所。医療センター、診療所、
病院、HMO医療センターなどで、医師た
ちは個人的あるいはグループ治療を実施す
る。

６２１３２ 視力矯正医の事業所
O.D.（Doctor of optometry）の資格をも

つ者の事業所。通常独立型。医療センター、
診療所、病院、ＨＭＯ医療センターなどで、
医師たちは個人的あるいはグループ治療を
実施する。

６２１３３ 精神医療従事者（医師以外）による事業所
医師以外の医療従事者による①診断と医

療行動治療、②アルコール中毒、虐待、身
体的情動的トラウマ、ストレスなどについ
ての診断と個人的社会的不適合への治療。
医療センター、診療所、病院、HMO医療
センターなどで、個人的あるいはグループ
治療を実施する。

６２１３４ セラピスト（身体、職業、話法）、聴覚矯
正士の事業所
①医療処方箋に基づく、怪我、筋肉、神

経、関節、骨などの病気のセラピー治療。
②障害に対する教育、リハビリ、社会的活
動に関する計画管理。③言語、話法、聞法
などの診察と治療。医療センター、診療所、
病院、ＨＭＯ医療センターなどで、個人的
あるいはグループ治療を実施する。

６２１３９ その他医療従者による事業所
医師、歯科医、カイロプラクティック医、

視力矯正医、精神医療専門家、セラピスト、
聴覚矯正士をのぞいた医療従事者。医療セ
ンター、診療所、病院、ＨＭＯ医療センタ
ーなどで、個人的あるいはグループ治療を
実施する。

６２１４ 外来患者センター（Outpatient Care Cen-

ters）
下部区分として、６２１４１家族計画センタ

ー（妊娠、堕胎、遺伝子、不妊、などの治
療）。さらに細分化。６２１４２外来精神医療、
虐待センター。６２１４９その他の外来患者セ
ンター。

６２１４９１ HMO医療センター
HMO加入者に対して主としてプライマ

リイ医療を外来患者に対して実施する。Ｈ
ＭＯが所有する事業所。医療と保険業務の
両方を提供する。

６２１４９２ 腎臓透析センター
６２１４９３ 独立緊急外科センター（Freestanding Am-

bulatory Surgical and Emergency Centers）
外来患者に対して①角膜・白内障手術。

②緊急手術（骨折、怪我、自己、その他緊
急治療）。手術室と回復室の設備。麻酔や
Ｘ線設備。

６２１４９８ その他の外来患者センター
上記をのぞく事業所。
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６２１５ 医療診断検査所（Medical and Diagnostic

Laboratories）
医療分析サービスを医療専門家や医師の

照会による患者に対して行う。
６２１６ 家庭医療サービス（Home Health Care

Services）
在宅での熟練看護サービスの提供（対人

介護、家政婦 homemaker、付き添い compan-

ion、身体セラピー、医療的社会サービス、
治療、医療備品供給、２４時間介護、職業セ
ラピーなど）。

６２１９ その他の救急医療サービス
上記の救急医療サービス分野をのぞいた

もの。
６２１９１１ 航空救急サービス
患者の医療措置付き航空輸送。必ずしも

救急性に限らない。
６２１９９１ 血液組織銀行（Blood and Organ

Banks）
血液および身体器官の収集、貯蔵、配給。

６２２ 病院（Hospitals）
入院患者にたいする医療、看護サービス。

外来患者にも第２次的活動として提供でき
る。
（「公衆保健法、１９８５年、Public Health

Law，による定義によれば、病院とは『医
師および歯科医師によるまたは監督による
サービスを提供するための施設または組織。
病気、苦痛、けが、身体条件の異常につい
ての診断と治療を行う。一般病院、公的医
療保健センター、臨床センター、治療セン
ター、歯科クリニック、歯科施療院、リハ
ビリセンター、その他として職業訓練リハ
ビリセンター、介護施設、結核病院、慢性
病病院、産婦人科病院、分娩保護所、外来
患者対応部、外来患者宿泊施設、施療院、
検査所、その他関連サービス施設を含む』
と規定している ）

６２２１ 一般医療外科病院
政府立病院かどうか、子供病院かどうか、

精神・虐待病院かどうかなどの区分あり。
６２２３ 難病病院（Specialty Hospitals）

６２３ 看護介護施設型事業所（Nursing and Resi-

dential Care Facilities）
施設における看護、監督、介護の提供。

医療サービスと社会サービスの混合型。
６２３２ 痴呆・虐待介護施設
６２３３ 高齢者コミュニティケア事業所

① 高齢者および自立介護困難者。②高
齢者および独居生活困難者。看護施設付属
の場合あり。

６２３３１２ 老人ホーム（Homes for the Elderly）
看護施設なし。①高齢者および自立介護

困難者。②高齢者および独居生活困難者。
６２４ 社会扶助（Social Assistance）
クライアントに対して直接社会扶助サービスを

提供する。長期の施設・宿泊サービスは行わない。
６２４１ 個人・家族むけサービス

①６２４１１児童若者サービス： 非施設型
社会扶助。養育、麻薬中毒防止、職業訓練、
積極的社会開発。②６２４１ 高齢者・障害社
会的むけサービス：デイケア、非医療的サ
ービス、付き添いなど。

６２４２ コミュニティ食料住宅・緊急救援サービス
困窮者に対する配給物の収集、配分。

６２４２１ コミュニティ食料サービス：
６２４２２ コミュニティ住宅サービス：

①短期緊急避難所。家庭内暴力、性的虐
待、児童虐待の被害者。②一時的避難所。
ホームレス、落ちこぼれ若者。家族が療養
中の者。③低所得者およびその家族むけの
一時的住宅。④賃貸住宅の修理のための仮
住宅。⑤高齢者・障害者の住宅の修繕のた
めの仮住宅。事業者は自己施設を運営する
か、既存住宅施設（アパート、ホテル、モ
ーテルなど）への補助金を提供するか、低
家賃住宅を労働対価でつくるかする。
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事業の種類と領収書の種類 施設数 金額（＄１０００）
６２ 医療と社会扶助 ５３１，０６９４１８，６０２，２０７
６２１ 救急医療サービス ４４０，２００３１０，０１２，３２１
５０００ 患者治療領収書分 ４２０，５０３２７４，００１，８６７

６２１１ 医療施設（Offices of Physicians） １９５，４４９１７１，６２９，１７９
６２１１１１ 医療施設（精神科医療施設をのぞく） １８５，０９４１６８，２５１，８８３
６２１１１２ 精神医療施設 １０，３５５ ３，３７７，２９６

６２１２ 歯科医の医療施設 １１４，１７８ ４８，４８２，０３７
６２１３ その他の医療従事者の事業所 ８８，８８６ ２８，２８２，２９９
６２１３１ カイロプラテック医の事業所 ３０，４８７ ６，５７０，０８３
６２１３２ 視力矯正医の事業所 １７，８７５ ６，３６１，８３９
６２１３３ 精神医療従事者（医師以外）による事業所 １１，７５０ ２，５０４，８２０
６２１３４ セラピスト、聴覚矯正士の事業所 １４，２７７ ８，６８４，０３９
６２１３９ その他医療従者による事業所（足病学など） １４，４９７ ４，１６１，５１８

６２１４ 外来患者センター １１，８２８ １７，３０６，４９７
６２１４９１ ＨＭＯ医療センター ２６２ １，７０９，３２３
６２１４９２ 腎臓透析センター １，９５３ ４，３１０，８１７
６２１４９３ 独立緊急外科センター ２，０８９ ４，０８６，１０８
６２１４９８ その他の外来患者センター ４，４３３ ５，４１６，９６１

６２１５ 医療診断検査所 ９，０７６ １６，３１７，０９６
６２１６ 家庭医療サービス １６，３１５ ２１，４７４，０２４
６２１９ その他の救急医療サービス ４，４６８ ６，５２１，１８９
６２１９９１ 血液組織銀行 ５０４ １，０１７，０８２

６２２ 病院（Hospitals） １，３４５ ４０，１４６，３７９
６２２１ 一般医療外科病院 ７９２ ３４，２１２，５０３
６２２３ 難病病院（Specialty Hospitals） １６４ ２，５６５，３２５

６２３ 看護介護施設型事業所 ３２，８３３ ５５，８４４，３９５
６２３１ 看護施設 １２，５１７ ４４，４８５，２４６
６２３２ 痴呆・虐待介護施設 ７２，２９３ ３，６２０，３８５
６２３３ 高齢者コミュニティケア事業所 １１，６３７ ７，０８７，９５３
６２３３１２ 老人ホーム（Homes for the Elderly） ９，９２４ ４，５４７，３６９

６２４ 社会扶助（Social Assistance） ５６，６９１ １２，５９９，１１２
６２４１ 個人・家族むけサービス ９，８４３ ２，６３６，２３１
６２４１１ 児童若者サービス １，６４８ ５３９，３６９
６２４１２ 高齢者・障害社会的むけサービス ２，９７６ ８０７，２５８

６２４２ コミュニティ食料住宅・緊急救援サービス ３４４ １１１，９８６
６２４２１ コミュニティ食料サービス： ９５ １７，９８４
６２４２２ コミュニティ住宅サービス １６７ ７４，０９２

６２４３ 職業訓練回復サービス ２，５４９ １，４３２，２６９
６２４４ 保育サービス ４３，９５５ ８，４１８，６２６

事業の種類と領収書の種類 施設数 金額（＄１０００）
６２医療と社会扶助 １１４，７８４４６６，４５１，７９４
６２１ 救急医療サービス １５，１８１ ４５，４２８，４５３
５０００ 患者治療領収書分 ８，４８１ ２４，００４，４０２

６２１４ 外来患者センター ９，９４０ ３１，５６１，３２１
６２１４１ 家族計画センター １，３９０ ６６８，０２７
６２１４２ 外来精神科・虐待センター ３，６４６ ４，７１４，８４６
６２１４９１ ＨＭＯ医療センター ５１０ １２，２８９，８２４
６２１４９２ 腎臓透析センター ２６１ ５８３，７０３
６２１４９３ 独立緊急外科センター ３１３ ７２，９７９
６２１４９８ その他の外来患者センター ３，８２０ １２，６３１，９４２

６２１６ 家庭医療サービス ３，３７５ １０，１０４，２４３
６２１９ その他の救急医療サービス １，８６６ ３，７６２，８８９
６２１９９１ 血液組織銀行 ７２６ ２，８５１，０２５

６２２ 病院（Hospitals） ５，３４０３３９，０３１，９３３
６２２１ 一般医療外科病院 ４，６９５３１９，９２０，３８３
６２２３ 難病病院（Specialty Hospitals） ２３３ ８，４２３，００７

６２３ 看護介護施設型事業所 ２４，５２６３７，２３５，１０８
６２３１ 看護施設 ３，０８８ １５，２４８，７１２
６２３２ 痴呆・虐待介護施設 １２，９４０ ７，９７３，３５８
６２３３ 高齢者コミュニティケア事業所 ３，９５１ ９，３０４０９７
６２３３１２ 老人ホーム（Homes for the Elderly） ２，６６９ ２，００３，９７１

６２４ 社会扶助（Social Assistance） ６９，７３７ ４４，７５６，３００
６２４１ 個人・家族むけサービス ３６，３６４ ２６，４５２，６３７
６２４１１ 児童若者サービス １１，０８６ ７，７１８，８４１
６２４１２ 高齢者・障害社会的むけサービス ９，９６０ ８，２１７，３１１
６２４２ コミュニティ食料住宅・緊急救援サービス ９，６０６ ６，０８５，２５２
６２４２１ コミュニティ食料サービス： ２，９８８ １，５９７，５２２
６２４２２ コミュニティ住宅サービス ４，７３７ ２．９５４．１６３

６２４３ 職業訓練回復サービス ５，６６８ ６，４６１，７４５
６２４４ 保育サービス １８，０９９ ５，７５６，６６６

�．いわゆる営利事業所
統計の性格上、数字はかならずしも整合性はな

い。
表ａ．所得税課税対象事業所分
６２ 医療および社会扶助（HEALTH CARE AND

SOCIAL ASSISTANCE）の統計１９９７年度

�．いわゆる非営利組織事務所
表ｂ．所得税非課税対象事業所分
６２ 医療および社会扶助（HEALTH CARE AND

SOCIAL ASSISTANCE）の統計１９９７年度

注：収入区分について
救急医療サービス施設の「事業の種類と領収書

の源泉」は、項目としては圧倒的に患者治療領収
書である。これは保険会社や HMOなどに請求す
るものである。さらに比率は低いものの、在宅ケ
アサービス、血液・臓器販売、救急サービス、設
備機器のレンタル料、薬の処方、医療品の販売、
その他患者へのサービス費用という項目がある。
この項目分けは他の区分でもほぼ同一である。
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事業の種類 営利 非営利
６２医療と社会扶助 ６，２３１，７６６人 ７，３２９，８１１人
６２１ 救急医療サービス ３，７４４，２７９ ６６９，３３５
６２１１ 医療施設（Offices of Physicians） １，５７１，１４５ ―
６２１１１１ 医療施設（精神科医療施設をのぞく） １，５３６，４５９ ―
６２１１１２ 精神医療施設 ３４，６８６ ―

６２１２ 歯科医の医療施設 ６４１，６７４ ―
６２１３ その他の医療従事者の事業所 ４０６，５８９ ―
６２１３１ カイロプラテック医の事業所 ９１，７００ ―
６２１３２ 視力矯正医の事業所 ７９，５４５ ―
６２１３３ 精神医療従事者（医師以外）による事業所 ３８，４２７ ―
６２１３４ セラピスト、聴覚矯正士の事業所 １４１，５３３ ―
６２１３９ その他医療従者による事業所（足病学など） ５５，３８４ ―

６２１４ 外来患者センター １７３，８０９ ３４６，５０１
６２１４９１ HMO医療センター １４６，７８６ ４７，２１８
６２１４９２ 腎臓透析センター ３８，５０３ ６，６３８
６２１４９３ 独立緊急外科センター ３４，２９５ ８，１２１
６２１４９８ その他の外来患者センター ６２，９５９ １６８，３２８

６２１５ 医療診断検査所 １５１，３３８ ―
６２１６ 家庭医療サービス ６８１，５０５ ２６７，４８４
６２１９ その他の救急医療サービス １１８，２１９ ５５，３５０
６２１９９１ 血液組織銀行 １０，２６６ ３２，７３１

６２２ 病院（Hospitals） ５１１，５８４ ４，４２１，４５４
６２２１ 一般医療外科病院 ４２１，２５７ ４，１０５，３３４
６２２３ 難病病院（SpecialtyHospitals） ３６，０８４ １１５，１０６

６２３ 看護介護施設型事業所 １，４８４，８４５ ９８５，８７８
６２３１ 看護施設 １，１６０，５２３ ３９６，６３９
６２３２ 痴呆・虐待介護施設 １０９，９３２ ２４６，０８３
６２３３ 高齢者コミュニティケア事業所 １９６，０６７ ２２６，０１１
６２３３１２ 老人ホーム（Homes for the Elderly） １２６，３３４ ５３，４２５

６２４ 社会扶助（Social Assistance） ４９１，０６０ １，２５３，１４４
６２４１ 個人・家族むけサービス ６８，７７２ ６４２，５８４
６２４１１ 児童若者サービス １１，５１０ １７２，００１
６２４１２ 高齢者・障害社会的むけサービス ３２，１８６ ２２６，７２０
６２４２ コミュニティ食料住宅・緊急救援サービス ９６２ １００，８４１
６２４２１ コミュニティ食料サービス： ４９０ ２２，９５４
６２４２２ コミュニティ住宅サービス ４７２ ６０，１８８

６２４３ 職業訓練回復サービス ３２，００４ １７，６９９
６２４４ 保育サービス ３８８，７３１ ２３９，９８１

�．営利事業所と非営利事業所
の従業員数

６２ 医療および社会扶助（HEALTH CARE AND

SOCIAL ASSISTANCE）の統計１９９７年度 従業
員数

Ｖ．営利と非営利の比較
１． アメリカ（１９９７年度）には、営利事業所５３１，０６９、

非営利事業所１１４，７８４の合計６４５，９４３の医療社
会サービスの事業所がある。また事業高は、
約８８５０億ドル（約１００兆円、米国民１人当た
り年間３７万円）。非営利事業所数の比率は１８
パーセントであるが、事業高を見ると非営利
事業所は全体の５３％である。従業員数は、営
利事業所で６２３万人、非営利事業所で７３３万人
合計１３５６万人である。

事業高

事業所数

従業員数

２．医師などの医療従事者の独立的個人的事業所
は課税対象である（６２１１－６２１３の大部分）。
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３．病院は営利が１，３４５事業所、非営利が５，３４０と
非営利が圧倒して比率が高い。またＨＭＯ病
院については、営利セクターに対して非営利
セクターのほうが事業所数として２倍、事業
高は７倍である。

４．いわゆる高齢者介護施設の分野では営利事業
所が優勢である。ただし、痴呆・虐待介護施
設について、非営利事業所がほぼ２倍の数と
事業高を持っている。

５．社会サービス（社会扶助）分野でも非営利セ
クターが大きい。とりわけ、コミュニティサ
ービスはその性格上圧倒的に大きい。

おわりに
アメリカにおける非営利すなわちＮＰＯは日本

における意味づけとは同一でないが、医療社会サ
ービスにおける非課税事業所の比率は非常に高い
ものがある。しかし、以上のような区分が、非営
利・協同的な医療機関がアメリカにたくさん存在
するということを直接意味するものではない。ア
メリカの医療システムは営利民営的な市場化がす
すんでおり、１９９０年代のクリントン政権による公
的医療制度プランは頓挫してまって、いまなお
３０００万人以上のアメリカ国民が最低限のメディケ
イドやメディケアという公的医療へのアクセスさ
えも困難であること、また民間保険に加入してい
なければ、ふつうの国民も医療アクセスが困難で
あることが指摘されている。アメリカにおいて医
療はますます医療産業としての利益の対象となり、
医師を含む医療従事者は、その主体性を奪われつ
つあり、大手医療機関、病院、マネージドケア組
織、ＨＭＯ組織などに利用される労働力商品とい
う従属的な位置に押しやられつつある。
アメリカの医療セクターがどのような構成にな

っているのか、その中で非営利協同セクター的な
性格をもった医療機関にはどのようなものがある
のかの詳細については今後一層の検討が必要であ
る。

（いしづか ひでお、研究所主任研究員）

64 いのちとくらし研究所報／２００３年５月


